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監査公表第１７号(平成２３年３月９日、福岡県公報３２２８号登載) 

【 保健医療介護部出先機関定期監査結果報告(平成２２年度) 】 

 

第１ 監査の概要 

 １ 監査対象機関、監査対象期間及び監査実施期間 

  (1) 監査対象機関：保健医療介護部出先機関１２機関 

  (2) 監査対象期間：平成２１年１０月１日～平成２２年９月３０日（１２か月間） 

  (3) 監査実施期間：平成２２年１１月９日～平成２２年１２月２２日 

    監査対象機関ごとの監査実施日は次のとおりである。 

 監 査 対 象 機 関 名  監 査 実 施 日 

筑 紫 保 健 福 祉 環 境 事 務 所 平成22年11月16日～平成22年11月18日 

粕 屋 保 健 福 祉 事 務 所 平成22年11月9日～平成22年11月12日 

糸 島 保 健 福 祉 事 務 所 平成22年12月21日～平成22年12月22日 

宗像・遠賀保健福祉環境事務所 平成22年11月24日～平成22年11月26日 

嘉穂・鞍手保健福祉環境事務所 平成22年11月30日～平成22年12月2日 

田 川 保 健 福 祉 事 務 所 平成22年12月7日～平成22年12月10日 

北 筑 後 保 健 福 祉 環 境 事 務 所 平成22年12月21日～平成22年12月22日 

南 筑 後 保 健 福 祉 環 境 事 務 所 平成22年11月16日～平成22年11月18日 

京 築 保 健 福 祉 環 境 事 務 所 平成22年12月14日～平成22年12月16日 

保 健 環 境 研 究 所 平成22年12月14日～平成22年12月15日 

精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー 平成22年12月17日 

食 肉 衛 生 検 査 所 平成22年12月16日 

２ 監査の主眼 

今回の監査は、財務に関する事務が適正に執行されているか、併せて経済性、効率性 

及び有効性に考慮して執行されているかに意を用いて実施した。 

特に、生活保護費の支給状況及び領収証紙による収入事務について、重点事項として 

調査を行った。 
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３ 監査の範囲 

今回実施した監査の範囲は、次のとおりである。 

(1) 収入 

保健使用料、保健手数料、環境手数料等の調定金額、調定時期及び収入状況 

児童措置弁償金、知的障害者援護措置弁償金、生活保護費返還金等の調定、収入、 

債権管理の状況及び不納欠損事務 

(2) 支出 

賃金、報償費、旅費、需用費、役務費、委託料、使用料及び賃借料、扶助費等 

の支出事務 

(3) 人件費 

報酬、給料、通勤手当の認定及び支給事務 

(4) 契約 

契約の締結及び履行確認事務 

(5) 公有財産 

土地、建物、工作物、樹木等の増減及び管理状況 

(6) 物品 

取得、管理及び処分の状況 

(7) 債権 

  債権管理の状況 

(8) 生活保護費 

  生活保護費の支給状況 

第２ 監査の結果 

 １ 各監査対象機関における財務に関する事務は、次のとおり一部の機関において是正を 

要するものが見受けられた。 

 その内訳は、次のとおりである。 

対 象 機 関 名 区 分 内   容 

宗像・遠賀保健福祉環境事務所 支 出 
生活保護費において、認定誤り等により 

92,142円が支給過不足となっている。(2件) 

田 川 保 健 福 祉 事 務 所 支 出 
生活保護費において、認定誤り等により 

67,256円が支給不足となっている。(4件) 
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対 象 機 関 名 区 分 内   容 

南筑後保健福祉環境事務所 支 出 
生活保護費において、認定誤り等により 

103,514円が支給過不足となっている。(8件) 

京 築 保 健 福 祉 環 境 事 務 所 支 出 
生活保護費において、認定誤り等により 

61,735円が支給過不足となっている。(4件) 

4機関  18件 

 

２ 重点事項の調査結果 

(1)  生活保護費の支給状況について 

    ア  調査対象機関 

         保健福祉環境事務所 ６機関 保健福祉事務所 ２機関 計 ８機関 

      (糸島保健福祉事務所を除く) 

    イ  調査の内容 

被保護世帯１４,２７３世帯のうち５９９世帯を抽出し、収入認定や各種扶助費の 

認定について、保護決定調書、生活保護費支給実績表等をもとに調査を行った。 

 ウ  調査の結果 

   生活保護費の支給事務については、昨年度の定期監査の結果報告において支給誤 

  りの防止を要望したところであるが、今年度においては、前年度に比べて、支給誤 

りがあった機関数、件数及び金額が増加しており、特に就労収入の認定の誤りが多 

く見受けられた。 

今後は、支給誤りの原因等を分析し、改善に向けたより実効性のある対策を早急 

に講じるよう求めるものである。 

(2)  領収証紙による収入事務について 

ア  調査対象機関 

     筑紫保健福祉環境事務所等１１機関(精神保健福祉センターを除く) 

イ 調査の内容 

   各種申請書及び受付簿等の関係書類の整備状況の調査に加え、証紙の金額の誤り 

や消印もれがないか調査を行った。 

ウ 調査の結果 

  監査対象期間中に納付された領収証紙は、35,181件 428,637,620円であり、そ 

のうち32,367件 405,452,870円を抽出して調査を行ったが、特に是正を要するも 

のは見受けられなかった。 


